
ＰＣＲ検査の拡充に財政支援を求める意見書 

 

新型コロナウイルス感染拡大が続くなか、国においては、感染拡大防止と社会経済活

動との両立を図るため、感染拡大予防ガイドラインを作成し、「新しい生活様式」の実践

をよびかけ、これらの取組が着実に実施されることによって、社会全体での感染リスク

はかなり下がることが期待されております。今後における季節性インフルエンザの流行

期には、発熱等の症状を訴える者が大幅に増え、検査や医療の需要が急増することが見

込まれることから、８月２８日には新型コロナウイルス感染症対策本部が、新型コロナ

ウイルス感染症に関する今後の取組を決定しました。 

 

 感染症法における入院勧告等の権限の運用の見直し、検査体制の抜本的な拡充、医療

提供体制の確保、治療薬・ワクチンの確保、保健所体制の整備等の方針が出されました。

これらの取組を実施することにより、感染拡大防止と社会経済活動との両立にしっかり

と道筋をつけるとされております。 

 

 益々検査体制等の拡充が期待されるところでありますが、地方自治体等で検査を実施

する場合、設置運営費用や医療スタッフの確保などの財政支援が必要になることから、

国はＰＣＲ検査の更なる拡充に取組むとともに、地方自治体等に十分な財政支援を行う

ことを強く求めます。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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